
附 属 明 細 書 （法 人 単 位）
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第86 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細（法人単位）

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

有形固定資産
（償却費損益内）

建 物 2¶742¶550¶352 233¶933¶575 54¶782¶883 2¶921¶701¶044 705¶809¶171 162¶901¶029 21¶718¶771 2¶194¶173¶102

構 築 物 708¶146¶657 21¶904¶779 22¶635¶500 707¶415¶936 224¶713¶752 47¶632¶541 2¶493¶393 480¶208¶791

．有価証券
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

区 分 貸借対照表計上額 決算日における時
価 差 額

時価が貸借対照表計上額を超える
もの

46¶700¶826¶445円 47¶580¶623¶370円 879¶796¶925円

時価が貸借対照表計上額を超えな
いもの

6¶041¶250¶360円 6¶038¶994¶000円 � 2¶256¶360円

合 計 52¶742¶076¶805円 53¶619¶617¶370円 877¶540¶565円

．重要な債務負担行為

契 約 内 容 契 約 金 額 翌事業年度以降
の支払金額

総合電波環境研究棟（仮称） 建築工事 4¶168¶500¶000円 4¶168¶500¶000円

複数モダリティー統合による脳活動計測技術の研究開発 1¶186¶251¶900円 946¶251¶900円

高機能ブロードバンドネットワークテストベッド回線（コ
ア区間）

995¶400¶000円 655¶200¶000円

集積化アクティブ光アクセスシステムの研究開発 865¶976¶259円 245¶995¶957円

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）基盤技術の研究開発 729¶622¶144円 348¶997¶191円

全光パケットルータ実現のための光ＲＡＭサブシステムの
研究開発

681¶189¶878円 285¶034¶026円

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）基盤技術の研究開発 661¶559¶439円 301¶653¶725円

総合電波環境研究棟（仮称） 電気設備工事 625¶800¶000円 625¶800¶000円

次世代ドップラーレーダー技術の研究開発 621¶072¶172円 499¶335¶172円

高機能ブロードバンドネットワークテストベッド回線（ア
クセスポイント区間）

551¶250¶000円 540¶666¶000円

保 証 債 務 保 証 金 額

エルシステムズ株式会社の銀行借入金 152¶000¶000円

２．時価評価されていない有価証券
\ その他有価証券

内 容 貸借対照表計上額

その他 266¶868¶357円

合 計 266¶868¶357円

] 関係会社株式
関係会社株式で時価のあるものは、ありません。

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

区 分 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超

{国債・地方債等 2¶959¶000¶000円 31¶704¶300¶000円 2¶445¶000¶000円 1¶500¶000¶000円

|社債 400¶000¶000円 7¶265¶000¶000円 1¶600¶000¶000円 5¶000¶000¶000円

合 計 3¶359¶000¶000円 38¶969¶300¶000円 4¶045¶000¶000円 6¶500¶000¶000円
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．重要な後発事象
当該事項はありません。
．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
（出資勘定）
関連会社である株式会社デジタルスキップステーションは平成21年２月１日をもって、株式会
社スキップシティを吸収合併しました。そのため、持分割合が41•5％から38•2％に減少しており
ます。
（衛星管制債務償還勘定）
独立行政法人情報通信研究機構法（平成11年法律第162号）附則第13条第３項の規定により、

衛星管制債務の弁済が完了した日において廃止され、残余財産の額に相当する金額を国庫納付す
る予定であります。
なお、平成21年度に、衛星管制債務は完済の予定であり、当勘定を廃止する予定であります。

．リース取引関係
１．ファイナンス・リース取引
\ リース資産の内容
主として、電磁波計測研究センターＥＭＣグループの研究業務におけるコンピュータシステ
ム（工具器具備品）であります。

２．オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
１年以内 19¶238¶940円
１年超 19¶238¶940円
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合計 38¶477¶880円
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